
カスタマーハラスメントに関する行動指針 
（目 的） 

 誰であっても、誰からも、ハラスメントを受けることがない支援及び職場環境の整備 
のために必要な措置を講じるために、カスタマーハラスメントに関する行動指針を定 
める。 

 
（定 義） 

 厚生労働省作成「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」並びに東京都条例第 
百四十号「東京都カスタマーハラスメント防止条例」に基づき、利用者とその保護者、 
関係家族からの要望、クレーム、言動のうち、要件内容の妥当性が認められないもの又 
はその妥当性に照らして、当該要件を実現するための手段、態様が社会通念上不相当な 
ものであり、当該手段、態様により、で働く職員の就業環境が害されるもの。 

 
２ 該当する行為（以下の記載は例示であり、これらに限られるものではない） 
 
(1) 身体的、精神的な攻撃（暴行、傷害、脅迫、中傷、名誉棄損、屈辱、暴言）や威圧 
的な態度 

(2)セクシャルハラスメント行為 
（3）継続的な言動、執拗な言動（電話や電子メール等も含む） 
（4）土下座の要求 
（5）拘束的な言動（不退去、居座り、監禁） 
（6）差別的な言動、性的な言動 
（7）個人情報の拡散（SNS、WEB等への写真や音声、映像棟の投稿、公開） 
（8）不合理又は過剰なサービスの提供の要求 

 
（対 応） 

 カスタマーハラスメントへの対応姿勢。 
 

（１）母子生活支援施設内における取組み 
① 本方針による施設の姿勢の明確化、職員への周知、啓発 
② カスタマーハラスメントへの対応方法、手順の策定 
③ 職員への教育、研修の実施 
④ 職員のための相談、報告体制の整備 
⑤ カスタマーハラスメントを受けた職員へのメンタルヘルスケアの実施 
 
（２）母子生活支援施設外における対応 
① カスタマーハラスメントに対しては、毅然と対応し、注意・警告を行う 
② 必要に応じて、弁護士、社会保険労務士等適切な外部専門家を交えながら 
協議を進める 

③ 大田区または練馬区へ通報し、対応等についての情報を共有し連携を図る。また、 
必要に応じて東京都への通報、連携を図る 

④ 解決が困難となった場合等、必要に応じては警察へ通報し、しかるべき対応を行う 
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